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背景と目的

　林業を巡る社会経済的条件が悪化する中で、森林所有者の林業への意欲や関心が急速に
減退し、国民のニーズに応えた森林の管理を図っていくことが一層困難になっています。
このため、森林管理・経営の担い手である林家や林業事業体等の動向を解明するとともに、
持続可能な森林管理・経営や中山間地域の活性化を図るための諸方策のあり方を解明し、
林業施策の企画立案に資することをめざしました。

サ分野　森林･林業･木材産業政策の企画立案に資する研究
（イ）持続的な森林管理・経営のための政策手法の高度化

その解決に資する研究の実施

・中山間地域の社会的経済的動向を解析

・都市住民を含む地域連携・管理主体連携

による山村活性化方策の有効性を明らか

にし山村活性化モデルを提示

・山村経済活性化のための産業連関分析の

活用と有効性の検証

・森林境界画定のための地籍調査の活用法

の提示

森林管理・経営の担い手育
成方策及び施業集団化条
件の解明

中山間地域
活性化方策
の解明

林業・山村の低迷

行政や林業関連団体の主催する林業山村活性

に係わる各種委員会での情報提供と意見表明な

どを通して、林業施策の企画立案等に貢献

・森林経営・管理主体の
実態を解明

・山村人口・林業労働力の
将来を推計

・林業労働への新規参入者
育成による事業体活性化の
可能性提示

・森林施業を集団化するための
条件を明らかにし、施業
集団化手法を提示
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① 所有山林の質的向上

② 林道・作業道等の基盤整備

③ 作業路開設後の維持管理に関わる

負担の軽減または除去

④ 伐採後の森林管理に対する不安の除去

⑤ 手取り収入

⑥ 補助事業の査定係数の上昇

⑦ 費用負担の軽減または除去

⑧ 境界画定

⑨ 補助対象（間伐齢級）の拡大

資源の成熟度（縦軸）と団地の性格（横軸）に応じた「施業集団化メリット」概念図
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森林所有者の不在村化や経営への無関心化から団地化による集団的な森林管理が必
要となっており、森林所有者が集団化に円滑に参加できる条件を「集団化メリット」として
整理・提示しました。

山村活性化の先進事例分析から、川上・川中を対象とした山村施策だけではなく、川下
も含めた地域内での様々な主体の連携による山村活性化が有効であることが明らかに
なりました。
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中山間地域活性化方策の解明

施業集団化条件の解明




